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適正規模・適正配置の基本方針、学校再編について

１

２

３

こどもの
居場所

子育て家庭
を包括的に

支援

災害時の
避難所
機能

子ども
子育て
支援

中高生の
居場所

先生の
負担軽減

⚫人口１０万人程度の自治体では学校が
公共施設の約50％

⚫ 「学校を核としたまちづくり」が重要

『新しい学校像』 が出始めている

適正規模・適正配置の基本方針

学校再編後の効果検証

アンケート

詳細な
将来推計

学校施設・
 運営面での
 教育課題

多面的な
実態把握

適正規模

学校施設・
運営面での
教育課題

現在～10・20年後の
変化、課題の明確化

適正規模 適正配置

地域との
関係

小中一貫
教育

求められる
学習環境

これからの学校像
（どのような教育を目指すか）

学年を超えたつながり 多様な学習形態

一人
ひとりに

あった学習

教職員
働き方改革

教育ビジョン

適正規模
適正配置
基本方針

（１）データ等による検証 （２）アンケート等による検証

◼ 統合への満足度

◼ 学校規模（人数・学級数）について

◼ 教育面への効果の視点

◼ 学校運営に関する効果の視点

◼ 学校施設に関する効果の視点

・小学生
・中学生
・保護者（小学生・中学生）
・教員
・区民（再編に関心のある区民）

対象

等

家庭教育
支援の
推進 家庭

地域

学校

一体と
なって行う

誰一人
取り残さない
学びの保障

地域人材等
を活用した
教育活動の

充実

◼ 適正な学校規模の確保（35人学級）

◼ 小規模校の解消

◼ 小中学校の通学区域の整合性

◼ 統合後の通学距離、通学時間への対応

◼ 統合後の通学の安全対策

◼ 改修や建替えによる教育環境向上

◼ 統合新校による放課後の遊び場の確保

◼ 統合によるコスト削減

論点の設定

検討委員会 （教育委員会＋首長部局）
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適正規模・適正配置の基本方針 【策定のながれ】１

アンケート

詳細な
将来推計

学校施設・
運営面での
教育課題

②論点の設定

多面的な
実態把握

適正規模

適正規模
⚫小規模校／大規模校の
メリット・デメリット
⚫学校規模による事象及び
課題と効果

⚫教職員数と学級数
⚫適正規模の定義

学校施設・
運営面での
教育課題

適正配置

地域との
関係

小中一貫
教育

求められる
学習環境

これからの学校像
（どのような教育を目指すか）

学年を超えたつながり 多様な学習形態

⚫特別支援教育
⚫不登校児童生徒への支援
⚫教職員の負担軽減
⚫コミュニティ・スクール

等

⚫ 施設状況

⚫ 通学区域状況

⚫ 地域状況

⚫ 学校を取り巻く
現状

適正規模
適正配置
基本方針

第１章 適正規模・適正配置方針の概要
１ 方針策定の目的
２ 方針の位置づけ
３ 方針期間

第２章 学校を取り巻く現状と課題（背景）
１ 児童生徒数の推移と将来推計
２ 学校規模の現状と今後の見込み
３ 学校施設の老朽化状況
４ 通学路の現状
５ 学校施設・運営面での教育課題について

第３章 市が目指す「これからの学校像」
１ 国の動向
２ 市が目指す教育
３ 市が目指す「これからの学校像」とは

第４章 適正規模・適正配置基本方針
１ 適正規模・適正配置基本方針
２ 方針実現のための指針・基準
（１）望ましい学校規模
（２）許容する通学距離，通学時間

３ 望ましい学校規模の範囲に近づけるため
の方策

４ 学校施設及び運営面での教育課題に
対する対応策

第５章 推進に向けて
１ 今後の検討の進め方
２ 推進方法と体制
３ 留意事項

（構成例）

有識者 地域代表学校長

保護者
代表

市民団体
(子育て等)

市内
事業者

教育長
学校施設

担当
指導課
学務課

給食担当
就学支援

教育
総務課

公共施設
       首長部局（       部署，防災，地域振興等）も

メンバーに入る例もある

⚫ 各市区町村の特色に応じ
て「論点」を設定し，これ
からの学校像について検
討委員会等で議論する

メンバー構成（例）
検討委員
会
審議会

等

事務局構成（例）

①現在～10・20年後の
変化、課題の明確化

一人
ひとりに

あった学習

教職員
働き方改革

学び続ける
人材の育成

共生社会の
実現に向け
た教育

地域や家庭
で支え合う
社会に向け
た教育

教育ＤＸ
の推進

学びを支え
る教育環境

整備

教育ビジョン
（教育方針例）

論点を基に内容を具体化して方針に反映する

調査報告書 P.26,27

＜２年間＞

１

２

３

４
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適正規模・適正配置の基本方針１

＜詳細な将来推計の実施＞

調査報告書 P.10

今後5～6年後 将来
推計

住民基本台帳ﾍ ｰｽ

手
順
１

今後10年間の
詳細推計

継続的な変化把握

手
順
２

今後20～40年の
将来推計

人口ビジョン準拠

手
順
３

現在

今後
5～6
年後

●毎年の実績値での補正
●指定校変更・区域外就学
●今後の開発動向

を精緻化
コーホート要因法で

詳細推計

10年後9年後8年後7年後6年後5年後4年後3年後2年後1年後現在

１

手順１

精緻化
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中学校1校あたりの学級数 小学校1校あたりの学級数 児童生徒数 生徒数 児童数
（人）

現在

児童生徒数

児童数

生徒数

中長期の傾向をとらえる詳
細
な
将
来
推
計

⚫ 計画を立ててから実行するまでに10年程度かかるた
め，少なくとも10年の詳細な将来推計は必要

市全体1
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ウ
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プ
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例
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中学校学級数（特支なし） 小学校学級数（特支なし） 児童生徒数（ALL) 生徒数（中学校） 児童数（小学校）（人）
（学級数）40年前 現在20年前 20年後 40年後

児童生徒数
ピーク

生徒数
ピーク

ピークか ら64％減

現在から 65％減と予測
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中学校
学級数
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足利中央 山辺・矢場川 毛野・富田 三重・山前 葉鹿・小俣・三和 名草・北郷 御厨・筑波・久野・梁田（人） 40年前 現在20年前 20年後

B中学校区

A中学校区

7,777人

2,000人

1,192人

C中学校区

（人）（人）

⚫ ピーク時からの減少率（50％を切ると
小規模校が複数出現してくる）

⚫ 過去から急減している学区／大きな変
動がない学区などを把握

学校別3

一部加筆

BB小学校
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減少傾向

AA小学校
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適正規模・適正配置の基本方針１

＜詳細な将来推計の実施＞

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044
407 390 392 381 381 357 348 353 347 342 332 332 328 308 289 271 260 235 210 197 193 186 179 174 170 167
12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 10 9 9 8 7 6 6 6 6 6 6 6
320 307 288 288 286 270 254 245 245 244 229 216 202 195 183 163 153 149 140 133 128 124 120 116 112 108
12 12 12 12 12 12 11 11 11 10 9 8 8 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
355 339 324 300 285 264 248 242 233 232 227 221 196 182 166 155 141 131 129 127 125 122 120 117 114 111
12 12 12 11 11 11 11 11 11 10 9 8 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
93 97 92 88 82 90 88 78 83 75 71 57 48 44 37 36 37 39 39 38 37 36 36 35 34 33
6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
673 694 682 668 660 615 614 633 662 627 583 561 578 570 561 559 543 497 429 391 371 370 369 368 367 365
20 21 20 19 18 20 20 21 20 19 18 18 18 18 18 17 16 14 13 12 12 12 12 12 12
425 429 432 433 420 409 393 387 387 397 388 384 353 332 303 275 267 260 259 258 258 257 256 255 254 253
14 15 15 15 15 15 14 14 15 15 15 14 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
292 270 283 274 269 264 231 229 206 205 193 181 181 178 178 167 161 155 154 153 151 149 146 144 141 137
12 12 12 12 11 10 10 9 9 8 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
621 624 613 577 557 558 528 511 523 543 553 523 496 474 450 427 412 413 412 410 408 405 400 395 388 381
20 20 20 19 19 19 18 18 18 18 17 16 15 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

坂の上小学校

小諸東中学校

東小学校

美南ガ丘小学校

野岸小学校

水明小学校

千曲小学校

学校名

芦原中学校

現在 10年後 20年後
上段：児童生徒数（特別支援も含む）【人】
下段：普通学級数

小学校：７学級～11学級
中学校：４学級～11学級

小学校：６学級以下
中学校：３学級以下

19学級以上
小学校：
中学校：

現在（2024年） 10年後（2034年） 20年後（2044年）

12

11

12

116

18
15

19

児童数の変化率
2019年⇒2024年

－10％～

－30％～－10％

－50％～－30％

～－50％

児童数の変化率
2024年⇒2034年

－10％～

－30％～－10％

－50％～－30％

～－50％

9

6

6

66

18
12

13

6

6

6

66
12

12

12

児童数の変化率
2024年⇒2044年

－10％～

－30％～－10％

－50％～－30％

～－50％

：12～18学級

：4～11学級

：19学級以上

：3学級以下

地図凡例

：12～18学級

：7～11学級

：19学級以上

：6学級以下

ＡＡ

ａ小学校

ｂ小学校

ｃ小学校

ｄ小学校

ｅ小学校

ｆ小学校

ＢＢ
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適正規模・適正配置の基本方針１

＜学校施設・運営面での教育課題＞

調査報告書 P.19

検討内容（例）教育課題（例）

• 特別支援児童生徒数の増加対応，ニーズの多様化
• 教室不足，支援員不足への対応
• 一人ひとりに応じたきめ細かな対応
• 教職員の配置，人員不足への対応

特別支援教育，インクルーシブ教育

• 不登校児の学びの場の確保，段階に応じた支援
• スクールカウンセラー等支援員の確保
• オンラインによる学習支援

不登校児童生徒への支援

• 幅広い支援を視野に入れたサポート体制
• 日本語指導などにも活用できる，フレキシブルに使
用できるスペースの確保

外国につながりのある子どもへの対応

• 少人数指導のための教室の確保
• 一人ひとりに対してきめ細やかな指導体制の構築

少人数指導

• 児童生徒数の確保
• 高齢化により地域が学校を支えきれなくなっている

小規模特認校

• 部活動顧問教員の負担軽減（地域人材確保）
• 教員不足・多忙感の増大
• 学校組織の若年化による組織力低下
• 効率的な事務の実現

教職員の負担軽減／教職員の働き方改革

• 遠距離通学者への対応
• スクールバスの維持管理費の捻出
• 通学路の安全確保 等

通学路・通学距離・通学手段等

• 地域活動との整合
• 連携手法，幼保こ・小・中・高の交流

学区の不整合（小学校区、中学校区、地域）

• 活動スペースの確保 ・人材確保
• 社会教育施設等の地域の施設との連携
（公民館，図書館等）

コミュニティ・スクールの導入
（地域の拠点）

• 体育館の環境整備（空調化等）
• 運営体制

災害時の避難施設利用（体育館 グラウンド）

• ICT化，DX化への対応
• 環境整備（スペース，インフラ面）
• 活用面でのサポート

学校設備の高度化対応（ICT化等）

施設の老朽化・修繕コスト

• 学校プール老朽化への対応
• 授業時間の確保，稼働率が低い
• 水質管理，衛生管理等が大変（教員の負担）

プール等への対応

• 給食室の老朽化，ハサップ対応
• 児童生徒に応じたアレルギー対応

給食等への対応

• 学校施設の有効活用 ・セキュリティの確保
• 地域対応施設との連携（図書館、集会施設等）
• 幼保こ小連携の推進

他の公共施設との複合化・共用化

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

等



6

適正規模・適正配置の基本方針１ 調査報告書 P.33,35＜基本方針の見える化＞

『新しい学校』は、地域の学びの拠点です。

実現に向けては、各地域で、地域ごとの『新しい学校』

の目指す姿やビジョンを具体化していきます。

『新しい学校』は、小田原市が目指す 「社会力を育むための

学び」 を実現する場所です。

新しい学校

学校における
学び

学校と
地域との関係

学びの規模・
学校配置の考え方

学校の
マネジメント

● 全ての子供が共に学び合う「インクルーシブ教育」の実現

● 地域資源を生かした学びの充実

● 学びの可能性を広げるデジタルの活用

学校における学び

• 国籍や人種、言語、性差、経済状況、宗教、障がいのあるなしにかかわらず、全ての子供が共に学び
合う「インクルーシブ教育」の実現を目指し、それぞれの教育的ニーズに対し最適な教育活動を行う
ための、多様で柔軟な仕組みづくりを進めます。

• 支援教育の充実に向けては、支援を要する児童生徒数が増加している一方、施設整備や人員の確保等
の課題があることから、一部拠点化や通級指導教室の拡大等について検討します。

• 地域資源を活用した小田原版ＳＴＥＡＭ教育や地域をフィールドにした体験学習等、地域の多様性
を最大限活用した学びを、これまで以上に充実させていきます。

• 体験学習や探究的な活動に取り組みやすい学習空間や、学校と地域との協働や共創を促す空間につ
いて検討します。

• デジタル技術の進化に対応しながら柔軟かつ積極的に活用し、学びの可能性を広げることにより教育
の質の向上につなげます。

• ＩＣＴ活用を含めた多様な学習スタイルに対応できる可変性の高い学習空間など、学校施設整備の具
体的な方向性について検討します。

特別支援学級と通常の学校の教室は仕切りを外せば
一体で使うことができ、交流しやすくなっています。

図書館は読書・学習・情報のセンターの機能を持ち、
効率的なグループ学習などが行えるようにします。

モニターと1人1台の端末を組み合わせ、海外とオンラ
インでの交流学習などがスムーズに行われています。

民間企業と連携して、小田原版STEAM教
育が全ての中学校で展開されています。

支援が必要な子供たちも一緒に学習
を行っています。

社会参画 協働性

論理的
思考力

表現力
想像力
実行力

地域の問題
×

探究的な学び

STEAM教育：Science（科学）、Technology（技術）、

Engineering（工学）、Art（芸術）、Mathematics（数

学） 等の各教科での学習を実社会での課題解決に

生かしていくための教科横断的な教育

 
神奈川県小田原市 



求められる学校の実現に向けて

～教育を支える「ひと・もの・こと」の組織化～

小中教職員の交流

•              の推進
（教員間の交流    
の確保）

• 中学校専科教員の授
業を小学生が受講

児童生徒の交流

• まず出来るところよ
り行っていく

• 中学校の空き教室に
小学生のスペースを
確保

児童生徒のつながり

• 学級・学年・学校を越
えてつながりをつくる

• 交流スペースで学年を
越えて関わりあう

一人一人の学びを支える教育の推進するために
１

学校

家庭

• 資質・能力（学力）の向上
• 自ら学習を進める原動力を生み出す
• 未来への希望や志をもつことができる

一体となって行う

地域社会

２
小中一貫教育の実施例

３
市民参加による教育の推進

学校を核としたコミュニティ
市と民間との連携

• ボランティアによるさまざまなサポート

・保護者・子ども・       
• 活躍の場づくり交流の場 • 共有化事例

４
学びを支える環境を整える

⚫保護者を支える相談体制、支援体制
⚫合理的配慮・ユニバーサルデザインに基づく
学習と学校の環境整備

不登校対応

• 不登校対応の事例

• 小諸市の不登校対応
の現状

7

適正規模・適正配置の基本方針１ 長野県小諸市＜基本方針の見える化＞

2. 小中一貫教育の実施（例）

• 小学生が、中学校教員から専科の
授業を受け、中学校の授業をイ
メージしやすくなる。

• 小学校から中学校へスムーズに移
行できるよう、それぞれの教職員
が連携し、一貫性のあるカリキュ
ラム・マネジメントを推進してい
く。

③ 中学校専科教員の授業を小学生が受講

中学校専科
教員

小学生

小学生が中学校を訪問して、専科の先生から授業を受ける。

• 低学年が楽しめる絵本を探し、仲間
と相談して活動に取り組む。

• 学年を越えての関わり活動が、高学
年の子どもに自信、意欲、協調する
力、粘り強さ等「非認知能力」の向
上や心の成長につながる。

• オンラインの小中学校の交流スペー
スとしても活用できる。

② 交流スペースで学年を超えて関わりあう

低学年

高学年

⚫ 交流スペースで高学年の子どもが低学年の子どもに
読み聞かせを行う。

（２）スペースの活用

（１）児童生徒のつながり
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再編後の効果検証２ 令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

（１）データ等による検証

①小学校と中学校の通学区域の整合性について

✓ 第２次計画より、区立小中学校の小規模化の解

消に加えて、小中学校の連携、学校と地域・家庭

との連携推進を目的に、小学校児童が中学校に

進学する際、別々の中学校に進学することがな

いよう、小学校と中学校の通学区域の整合性を

図ることを目指しました。

✓ 平成16 年度には全29 校の小学校のうち、13 

校の児童が別々の中学校に進学しなければなら

なかったのに対し、令和６年度には、全20 校の

小学校のうち、別々の中学校に進学しなければ

ならない児童がいる小学校は３校となりました。

分散進学 １３校 ⇒ ３校

平成１６（２００４）年度

令和６（２０２４）年度

【凡例】

：小学校

：中学校

色分け：小学校区

太 線：中学校区

【凡例】

：小学校

：中学校

色分け：小学校区

太 線：中学校区

※ ○は令和６年度現在、整合性がとれていない学校
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再編後の効果検証２

（１）データ等による検証

②-a. 小規模校の解消

✓ 中野区の児童生徒数は、ピークの昭

和50 年3 万4,503 人から最低と

なる平成28 年には1万4,627 人

（58％減）と半減しました。

✓ 約20 年間の再編を実施した結果、

令和６年度現在、小規模学校はゼロ

となり、第２次計画を経て、29 あっ

た小学校は20 校に、14 あった中

学校は９校になりました。

✓ 統合校の児童生徒へのアンケートで

も70％以上が「学校にたくさんの友

達、ともに成長できる仲間がいる」

と回答していることから、統合によ

り良好な環境が築けていることがわ

かります。

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料
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：統合前の小・中学校

：統合後の中学校

：統合後の小学校

：再編を行っていない学校

凡例

小学校：19学級以上
中学校：16学級以上

小学校：12～18学級
中学校：９～15学級

小学校：11学級以下
中学校：８学級以下

小学校：６学級以下
中学校：３学級以下

：望ましい規模

：大規模化

：小規模化

：過小規模化
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再編後の効果検証２

（１）データ等による検証

⑤-a. 新校舎による学習環境の向上

✓ 新校舎の普通教室は既存校よりも広い72 

㎡以上が確保されています。

✓ グループ学習や習熟度別、少人数の学習な

ど、様々な活動が行えるよう、普通教室と

同程度の広さのオープンスペースやワーク

スペース、少人数教室、学年で集まること

ができる場所などが、限られた施設面積の

中で効率よく配置されています（図表９）。

✓ 第２次計画による統合新校では、校舎新築

に合わせて上履きを廃止する一足制を導

入しています。これによって昇降口から下

駄箱がなくなりましたが、登下校時の利用

が集中するエントランスは広い間口を確保

して利便性に配慮されています。

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

図表９ 新校舎に見る効率的な学習空間の確保と機能向上

生徒が集中し

て学習したい

ときに活用で

きるよう、普

通教室とは別

の自習室とし

て利用

市民が出入りするエ

リアとの行き来は遮

断して互いのセキュ

リティを確保

バリアフリート

イレを整備して

どんな人でも使

いやすい施設づ

くり

学年・学級を超

えて集まりやす

く、学習・休み

時間など、使い

方を問わないス

ペース

広くかつ横長

となった教室

は、最前列の

児童の着席数

を増やし、支

援が必要な児

童へ目配りが

しやすい 統 合 前 は ２ 室

あ っ た 技 術 室

（ 木 工 ・ 金 工

室）を１室に集

約

令和小学校校舎４階 中野東中学校校舎４階

子ども・若者支援
センターエリア

普通教室

普通教室

普通教室

普通教室

普通教室

予備教室

普通教室

普通教室

普通教室

普通教室

普通教室

普通教室

オープン
スペース

少人数
教室

ワーク
スペース

ワーク
スペース

教材室

技術室

第一
音楽室

ホール
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再編後の効果検証２

（１）データ等による検証

⑥学校再編にるコスト分析について

✓ 学校施設・学校運営にかかるコストは、物

価上昇や新たな学びを実現する施設機能

の高機能化・複合化などにより、増加傾向

にあります。

✓ 全体のコストを児童生徒１人当たりに直す

と、再編前の平成27 年度は１人当たり

119.5 万円だったのが、再編後の令和５

年度は１人当たり95.1 万円に下がってお

り、20％減少しています（図表10）。この間、

中野区では大規模マンションが建設された

ことなどにより、区立小中学校に通う児童

生徒数が4,110 人から4,966 人へ20％

増加していることも踏まえると、統合のコ

スト削減効果は高いといえます。

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

ICT推進事業：約3.1億円
土地購入費等：約87億円

解体工事、新校舎、代替校舎整備工事：約70億円

グラフから
除外した項目

平成27年度 令和５年度

再編校８校再編対象校15校

再編前 再編後

119.5 

0

20

40
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100

120

140

小・中合計

（一人当たり）

（万円/年）

（43％）
51.6

95.1 

0

20

40

60

80

100

120

140

小・中合計

（一人当たり）

（万円/年）

（42％）
40.0

学童関係

給食関係

都費

区費

学校運営費

教育振興、
教育支援事業

維持管理費・
光熱水費

更新・改修費

学童関係

維持管理費・
光熱水費

学校運営費

教育振興、
教育支援事業

給食関係

都費

区費

更新・改修費

児童生徒数：4,110人

１人当たり約119.5万円／人
児童生徒数：4,966人

１人当たり約95.1万円／人

図表10 再編前の小中学校15校と再編後８校の１人当たりコスト比較
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再編後の効果検証２

（１）データ等による検証

⑨放課後の子どもの居場所確保について

✓ 区は、児童の放課後の安全で安心な遊び場を整備するため、各校にキッズ・プラザの設置を進めており、す

べての統合新校の新校舎に専用室を整備しました（図表13）。キッズ・プラザは、日々の施設管理を含め民

間事業者へ運営を委託しています。学校や地域住民の協力を得て、校庭や体育館を活用した遊びのほか、

様々なイベント等を実施し、子どもたちが豊かな体験ができる居場所となっています。

✓ アンケートによると、キッズ・プラザを利用したことがある小学生（４～６年生）は、全体で60.0％になりま

すが、キッズ・プラザを校内に設置している小学校（14 校）に限定すると利用経験者の割合は64.1％～

94.4％まで上昇し、「放課後の遊び場確保」として成果を上げていると捉えられます。

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

名称 開設時期 設置場所 名称 開設時期 設置場所

キッズ・プラザ塔山 平成20年10月
中央１－49－１
塔山小学校内

キッズ・プラザ谷戸 平成25年10月
中野１－26－１
谷戸小学校内

キッズ・プラザ白桜 平成21年10月
上高田１－２－28
白桜小学校内

キッズ・プラザ江原 平成31年４月
江原町１－39－１
江原小学校内

キッズ・プラザ新山 平成21年10月
南台４－４－１
南台小学校内

キッズ・プラザみなみの 令和２年９月
弥生町４－27－11
みなみの小学校内

キッズ・プラザ江古田 平成22年４月
江古田２－13－28
江古田小学校内

キッズ・プラザ美鳩 令和２年９月
大和町４－26－５
美鳩小学校内

キッズ・プラザ武蔵台 平成23年４月
上鷺宮５－１－１
武蔵台小学校内

キッズ・プラザ中野第一 令和３年４月
本町３－16－１
中野第一小学校内

キッズ・プラザ桃花 平成23年４月
中央５－43－１
桃花小学校内

キッズ・プラザ令和 令和４年４月
新井４－19－26
令和小学校内

キッズ・プラザ緑野 平成23年11月
丸山１－17－１
緑野小学校内

キッズ・プラザ鷺の杜 令和６年４月
鷺宮４－７－３
鷺の杜小学校内

図表13 キッズ・プラザ開設校一覧

第２次計画による統合新校の新校舎に
整備されたキッズ・プラザ
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再編後の効果検証２

（２）アンケート等による検証

①統合への満足度

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

●小学生（１～３年生）

✓ 鷺の杜小学校の児童が回答しています。

79.7％の児童が他の学校と一緒になった

ことを「良かった」と回答し、「やや良かった」

と回答した18.9％を足すと98.6％が統合

を肯定的に受け止めています。

●小学生（４～６年生）

✓ 令和小学校と鷺の杜小学校の児童が回答し

ています。「良かった」と回答した児童は

57.6％にのぼり、31.0％の「やや良かっ

た」を加えた肯定的な回答は88.6％を占め

ました。

●保護者（小学生）

✓ 保護者（小学生）は、「良かった」（23.6％）と

「やや良かった」（32.4％）の合計が56.0％

と子どもに比べれば低いですが、半数以上

が統合を肯定的に受け止めています。統合

を「良くなかった」「あまり良くなかった」と回

答した合計は31.2％になり、「わからない」

と回答した保護者が12.7％います。
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鷺宮小学校(n=82)  西中野小学校(n=66)  その他の学校(n=0)

良かった どちらかといえば良かった どちらかといえば良くなかった 良くなかった

小学生（１～3年生）回答

（鷺宮小・西中野小の統合新校が鷺宮小）

鷺宮小

西中野小

61 9

64 2

55 3

53 6

30 2

32 8

29 1

33 0
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1 5
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10 3
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1 5

5 7

3 1
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上高田小学校   63 

新井小学校   67 

鷺宮小学校   141 

西中野小学校   97 

良かった やや良かった あまり良くなかった 良くなかった

（上高田小・新井小の統合新校が令和小）

小学生（４～６年生）回答

上高田小

新井小

鷺宮小

西中野小
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新井小

鷺宮小

西中野小

保護者（小学生）回答
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桃園第三小学校(n=0)
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桃丘小学校(n=1)

中野昭和小学校(n=0)

東中野小学校(n=0)

野方小学校(n=0)

沼袋小学校(n=0)

丸山小学校(n=1)

多田小学校(n=0)

新山小学校(n=2)

中野神明小学校(n=2)

大和小学校(n=1)

若宮小学校(n=3)

桃園小学校(n=4)

向台小学校(n=0)

上高田小学校(n=0)

新井小学校(n=7)

鷺宮小学校(n=4)

西中野小学校(n=7)

第六中学校(n=0)

第十一中学校(n=0)

第一中学校(n=0)

中野富士見中学校(n=0)

第九中学校(n=0)

中央中学校(n=0)

第三中学校(n=1)

第十中学校(n=1)

第四中学校(n=0)

第八中学校(n=0)

良かった やや良かった あまり良くなかった 良くなかった わからない
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再編後の効果検証２

（２）アンケート等による検証

①統合への満足度（教員）

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

●教員

✓ 「良かった」の回答の割合が全ての属性で最も少

ない8.8％にとどまっています。「やや良かった」

を含めても29.4％にとどまり、最も多い回答は

「分からない」の26.5％でした。統合を経験して

いる教員からの回答数が34 と少ないのですが、

その中で回答数が多かった令和６（2024）年４

月統合の鷺の杜小学校の教員からは、統合を「良

かった」「やや良かった」とする比率が27.3％、

「あまり良くなかった」「良くなかった」とする比

率が45.5％、と統合への評価が低く出ました。

✓ 教員の回答については、ヒアリングから「統合直

後は新しい友人との間で衝突が起こりやすい」な

どの声があり、教員の負担が著しく増加している

ことも要因の一つと思われます。

桃園第三小

仲町小

桃丘小

中野昭和小

東中野小

野方小

沼袋小

丸山小

多田小

新山小

中野神明小

大和小

若宮小

桃園小

向台小

上高田小

新井小

鷺宮小

西中野小

第六中

第十一中

第一中

中野富士見中

第九中

中央中

第三中

第十中

第四中

第八中
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再編後の効果検証２

（２）アンケート等による検証

⑤新校舎の教育環境について

令和７年（２０２５年）３月１１日
中野区子ども文教委員会資料

✓ また、統合経験者を対象に、新校舎になって

学校の施設が良くなったかを聞いた設問で

は、保護者（小学生・中学生）、教員の約80％

が新校舎になって学校の環境が良くなった

と感じています。特に、「ユニバーサルデザイ

ンが向上した」、「スペースに余裕ができた」、

「施設全体の機能が向上した」、「学校にキッ

ズ・プラザや学童クラブができた」、「靴を履

き替えずに学校に入れるようになって良かっ

た」という設問については多くの方が「そう思

う」、「ややそう思う」と回答しています。（アン

ケート報告書⑫）

✓ 以上のことから、学校施設が新しくなり、多

くの方が機能の向上を実感し、環境が良く

なったととらえていることがわかります。

「学校施設は良くなりましたか？」

44.7%

64.1%

37.5%

52.8%

33.8%

26.6%

45.8%

27.4%

9.8%

4.2%

4.7%

7.6%

1.6%

12.5%

2.8%

4.0%

3.6%

4.2%

12.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学生（1-3年生）

小学生（4-6年生）

中学生

保護者（小学生）

良くなった やや良くなった あまり良くならなかった 良くならなかった わからない

n= 275

n= 192

n= 24

n= 106

保護者
（小学生）

区民一般

教職員

保護者
（中学生）



● こどもの居場所

✓学童保育所、児童
館（子育て広場）

✓放課後児童デイ
サービス

等

● ライフステージに応じた
切れ目ない支援

✓子ども食堂

✓多目的ルームでの
ランチ、カフェ

✓交流イベント 等

● 災害時の避難所機能

✓地域防災機能の充実（バリア
フリートイレ）

✓ユニバーサルデザイン

✓体育館空調

● 子ども・子育て支援
（０歳～５歳まで）

✓ 保育園

✓ こども
園

● 中高生の居場所

✓ 小中高生の活動拠点

✓ 高校生以上の音楽活動

✓ サードプレイス（家庭、学
校の他の三つ目の居場
所）

● 先生の負担軽減

✓ 部活動の地域移行

✓ 施設の維持管理の外部化

✓ 学校用務業務（施設・備品
等の修繕、樹木剪定、来校
者への対応、学校開放な
ど）の外部委託

総合的な放課後児童対策の推進
子育て家庭を包括的に支援

（こども家庭センター）

16

『新しい学校像』 が出始めている３

家庭教育支援の
推進

地域人材等を活用し
た教育活動の充実

グローバル社会を
見据えた人材の育成

誰一人取り残さない
学びの保障

家庭

地域

学校

一体と
なって行う
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『新しい学校像』 が出始めている３

B1F

小学校
体育館

いずみ
こどもプラザ

小学校

小学校
(    等)

        
     

こども園

体育館

小学校
（給食）

こども園

こども園

小学校

わんぱく
ひろば

プール

小学校

小学校
(管理諸室)

小学校

小学校

屋上庭園

4F

3F

5F

2F

1F

6F

小学校・校庭

小学校

小学校

小学校
(プール)

小学校

幼稚園

B1F

体育館

区民館出張所

4F

3F

2F

1F

4F

3F

5F

2F

1F

6F

7F

こども園

        
     

こども園

小学校

小学校

小学校

パークサイド
プラザ（貸館）

パーク
サイド
プラザ
多目的
ホール

共用部 共用部

✓ 運用していく中
で、ニーズの変
化や新たな学習
への対応などが
必要となるため、
スペースの可変
性は必要

特色 １：子ども関連施設の複合化

＜概要＞

• 小学校８校、中学校２校、中等教育学校１校を保有
している。

• 小学校は、全校、幼稚園・保育園・こども園のいず
れかと複合化している。さらに、児童館／図書館分
館／出張所・区民館 と複合化している学校もある。

• 組織体制として、教育委員会の中に“子ども部”が
あり、そこで、学校・保育園・こども園・幼稚園の
ほか、児童館・学童・放課後子どもプランの事業運
営に係る事務や施設の維持管理を行っている。

●効果

✓ 土地の確保が難しい都心部にお
いて、土地の有効活用や機能集
積による利便性の向上につな
がっている。

✓ 学童や児童館機能を併設してい
る学校では、児童の放課後の利
用がスムーズに行われている。

●開校後の変化

• 児童数が急増したため、
特別教室等を普通教室に
転用したほか、複合して
いる区民館の和室部分を
普通教室に転用するなど
で対応しているが、区民
施設と学校の利用動線が
混在している。

複合化の構成例

麹町小学校

和泉小学校

富士見小学校

2009年度2002年度1987年度建築年度

8,570㎡富士見小学校9,812㎡麹町小学校7,862㎡和泉小学校延床面積

2,453㎡ふじみこども園1,197㎡麹町幼稚園706㎡いずみこども園

1,591㎡富士見わんぱく広場1,459㎡麹町出張所・区民館1,965㎡             他

376㎡防災倉庫他211㎡防災倉庫他724㎡いずみこどもプラザ

小

幼

児

保

小

幼

児

保

小

幼

教
育
委
員
会

子
ど
も
部

首
長
部
局

小学校

幼稚園

保育園

児童館

出張所

区民館

図書館

区
民
館
（
和
室
）
を
普
通
教
室
に
転
用

特色 ２：施設維持管理業務の外部委託

千代田区

• 総合ビルメンテナンスの事業者に維持管理を委託し
ており、鍵の管理、警備、日常的な施設の維持管理
業務やプールの水質管理を行っている。

• 総合ビルメンテナンスの事業者は、各学校に常駐し
ており、複合施設含めて一体的に維持管理している。

• 一般開放の受付は、教育委員会や地域振興部（学校
により異なる）が窓口を行っている。

• 維持管理に係る予算は、所管課ごとに配分されるが、
執行委任により一括発注となっている。

✓ 教職員は、施設の維持管理業務、学校開放
に係る業務は行わないため、児童生徒の指
導に関わる業務により集中できる。

従 来

• 教頭（副校長）が、施設維持
管理の担当責任者となり、破
損等の安全点検を定期的に
行っている。

• 日直の教職員が、放課後、校
内全体の戸締り等の見回りを
行っている（校内巡視：毎日、
30分程度）。

✓ 教職員の負担

✓ 施設に対する専門性
不足

（参考）区内の教育・子育て施設への包括管理の導入検討

• 千代田区では、令和７年度「千代田区教育・子育て施設包括管理事業」の事業者募集（令和
８年４月より包括管理事業を開始）を予定しており、今年度は業務内容の精査、最適な事業
条件構築に向けたサウンディング調査を実施している。

学校施設の管理運営業務の民間委託項目

• 日常点検・定期点検・法定点検

• 軽微な修繕（包括管理の場合）

• 諸室の鍵の管理・警備

• 日中の受付

• 設備の運転管理

• 校庭の遊具等の整備・管理

• プールの水質等の管理

• 学校開放の受付・入退出管理 等

● 千代田区の事例より考えられるアウトソーシング
メニュー（例）

出典：千代田区ホームページ

✓ 学校が抱える課題が複雑化・
困難化する中、教員の長時間
労働が課題となっている。

✓ 学校や教員の業務の見直しを
推進し、教員が担うべき業務
に専念できる環境を整備する
一つの項目として、施設の維
持管理業務の外部委託は有効
な対応策と考えられる。

学校施設の維持管理業務を民間一括委託【東京都千代田区】

調査報告書 P.98,99



18

『新しい学校像』 が出始めている３ 調査報告書 P.53

• 児童生徒の居場所や地
域の活動場所の拡大

• 学校に関わる人を増や
し、地域づくりを推進

✓ 学校施設を時間帯に応じて機能転換

✓ 昼間は学校教育の場、放課後も多様で豊かな体験・経験がで
きる居場所として児童生徒が利用し、平日の夜間や休日は生
涯学習・スポーツ・地域活動など、大人を主とした多様な活
動の場として活用する考え方

● 学校の授業時間外の有効活用による地域拠点化 東京都三鷹市

効

果

学校を核とした地域づくりへ

朝 昼間 放課後 夜

民間事業者や地域ボランティア等と連携し、時間帯に
応じて学校施設を機能転換しフル活用

子ども
食堂

・学校授業 ・学童
・放課後

子ども教室
・地域未来塾
・部活動

（朝ごはん）

学校３部制

・地域の
サークル

＜イメージ＞

「三鷹のこれからの教育を考える研究会 最終報告」「みたかの教育（2022年4月22日号3面）」を基に作成
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『新しい学校像』 が出始めている３

相談機能の集約化による
ワンストップサービス【神奈川県綾瀬市】

調査報告書 P.104

• 初回相談
継続相談

• 心理検査
等の実施

• 訪問支援
学校との
連携

• 関係機関
との連携

• カウンセ
リング

• ケース会
議

• 同行支援

• 学習指導・支援

• 集団活動・体験活
動による指導・
支援

• 教室外活動

• カウンセリング

• 保護者との連携

• 学校との連携

• ケース会議

• 不登校相談会

• 関係機関との連携

• 訪問相談

• 就学相談
面談

• 就学指導
委員会

• 就学時健康
診断での就
学相談

• 関係機関と
の連携

• フォロー
アップ相談

• 行動観察

・プレイ

セラピー

• 言語指導

• 自立活動

管理業務
• 事務全般
• 庁内調整

• 巡回相談
• 研修会等の開催

• 面談

• 各相談窓
口の一元
化

• 学校及び教育支援
教室にも通室でき
ない児童・生徒へ
オンライン学習教
材を活用した学習
支援

• 市内企業と連携し
た職業体験

• どこにもつながっ
ていない児童・生
徒の支援

• 通級指導
教室入級
委員会

• 言語聴覚
士の派遣

• プレスクール
（入学・転入学
する際の事前
の語学・生活
指導）

• 日本語指導の
人員を派遣

継
続
し
て

実
施
す
る
支
援

セ
ン
タ
ー
で
実
施
す
る

新
た
な
支
援
内
容

家

族

• 各種報告書作成
• 施設管理

⑤教育相談
機能

①不登校児童・
生徒の支援機能

③通級指導
の拠点
機能

⑥国際教室や外国
につながりの
ある児童・生徒
の支援機能

義務教育修了後・青少年

中学生

小学生

就学前

義
務
教
育

（仮称）綾瀬市総合教育支援センター

学校での
支援

市庁舎での
支援

（16歳以上）

（13～15歳）

（７～12歳）

（６歳）
プレスクール

連
携

役
割
分
担

役割
分担

連携

役割
分担

連携

連
携

役
割
分
担

• 初回相談

継続相談

• セミナーの
開催

• 就労支援

• 訪問支援

• 同行支援

• カウンセリ
ング

• 関係機関と
の連携

• 青少年へ
のフリー
スぺース
の提供

④青少年・
ひきこもり
の支援機能

②就学相談
機能

✓ 従来は異なる窓口や所管で行われてきた各業務を再構成し、施設への機能の集
約・複合化による業務や人員の効率化を図りながら、新たに（仮称）綾瀬市総合
教育支援センターにて業務を行うことを検討している。

✓ 現行の相談体制は、相談内容によって窓口が異なっており、相談者にとってわか
りづらいだけでなく、複数の支援項目にまたがる複雑なケースへの対応や、青少
年までを含めた切れ目のない支援が行いづらい体制となっている。センター設置
に際して、窓口を一本化し、機能を一か所に集約することで、個に応じた相談・
支援を可能にする。

出典：「（仮称）綾瀬市総合教育支援センター整備基本構想（令和６年３月）」
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『新しい学校像』 が出始めている３ 調査報告書 P.95

（仮称）

公共施設マネジメント実行計画
の策定

『公共施設再編
基本方針』

学校と他の公共施設を
あわせた

『再編計画』

再編計画と連動した

『予算計画』

連
動

東大和市公共施設等総合管理計画

【公共施設再編課】

公共施設再編計画

「公共施設再編課】

適正規模・適正配置等の方針

【教育委員会】

小・中学校再編計画

【教育委員会】

学校施設長寿命化計画

【教育委員会】

ばらばらの計画では財政と連動した
計画を立てにくく、取組が進まない。

現 状

• 明確で具体的な方針が立って
いない

• 20％面積削減の目標設定の根
拠が不十分

• 今後さらに厳しい財政状況が
見込まれる

＜課題例＞

• 再編の全体像が見えない
• まちづくりと連動していない

• 目指す教育の姿が見えない
• 根拠が不十分

• 将来推計方法や期間が不十分
• 他の施策との関連性がない

• 施設実態を反映しきれていない
• 予算計画と連動していない

✓ 所管部局を超えた改
善策を検討し、実行
性の高い計画を策定

✓ 根拠に基づく計画で
多様な意見に対応

✓ 政策や財政と連動し
た計画策定により、
予算計画へつなげる

✓ 一元化情報を活用し
変化に柔軟に対応

✓ 学校施設の再編と公
共施設の再編の整合
性を図る

✓ 目指すまちの姿・学
校の姿を見える化

一体的な検討体制で進める

一体的な計画の策定へ
【例：東京都東大和市】

 

人口 10～15万人規模で，
学校施設が公共施設の
過半を占める自治体で
は一体的な計画の検討
を始めている 
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『新しい学校像』 が出始めている３ 調査報告書 P.112

都道府県と市区町村はこれまで以上の連携が必要

20年間総額（単年度平均）コスト試算より更新・改修費施設面

照明器具取替修繕、フェンス修繕、床張替修繕、
シャッター修理、トイレ床壁修繕等

消耗品費
修繕料

需用費

維持管理 駆除手数料 等手数料役務費

エレベーター保守点検、プール浄化装置保守点検
業務委託、警備業務委託 等等委託料

ガス・電気・灯油・上下水道光熱水費

一般消耗品、消耗品費
需用費

学校運営費管理運営面

写真冊子作成業務、印刷製本業務、通知表等印刷製本費

電話料金、FAX、切手代等通信運搬費役務費

デジタル印刷機リース料、AEDリース料等使用料

教材教具、事務用備品、図書館図書、机椅子等備品購入費 等

遠距離通学補助、体験授業料、
特別支援教育就学奨励費

委託料教育振興、
教育支援事業 補助金 等

インターネット接続利用料通信運搬費役務費

ICT推進事業新たな学習 プログラミング教育導入計画支援 等委託料

校務用パソコン等・校務用プリンター等購入費備品購入費 等

校長、教頭、教諭（担任・特別支援・専科・養
護・栄養・日本語）、非常勤、事務、部活指導県費教職員

栄養士・調理員市費

事務・司書・用務員

支援員・ALT・部活動外部支援員 等

給食食材放射性物質測定委託料、給
食室害虫防除管理業務委託、ボイ
ラー点検等

給食関連

＜学校に係る総コスト＞
• 公立学校施設整備費負担金
(負担金/文部科学省)
• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)
• 教育施設等騒音防止対策事業費
補助金(補助金/防衛省)

• ブロック塀・冷房設備対応特例
交付金(交付金/文部科学省)

• 公立文教施設整備等都道府県事
務費交付金(交付金/文部科学省)

• 公立学校情報通信ネットワーク
環境施設整備費補助金
(補助金/文部科学省)
• 学校保健特別対策事業費補助金
(補助金/文部科学省)

• 要保護児童生徒援助費補助金
(補助金/文部科学省)
• 特別支援教育就学奨励費補助金
(補助金/文部科学省)
• 地方スポーツ振興費補助金
(補助金/スポーツ庁)

• GIGAスクール構想加速化基金
(文部科学省)
• 教育のICT化に向けた環境整備計
画(文部科学省)

• 学校施設環境改善交付金
(交付金/文部科学省)

• 県費：教職員

関連する補助金等

都道府県と市区町村が一体となって行う
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